
はじめに

２００９年１２月２２日、わが国の司法制度において

「仮の義務付け」制度が創設されて以来、生活保

護分野で全国で初めてこの制度が適用された認容

決定が那覇地方裁判所によって出されている。

「仮の義務付け」は「本訴」に付随する申立て

で、「本訴」の訴訟が長期化する間、申立人の生

活や権利を「仮に」救済する制度であり、とくに

緊急性が認められる場合に有効な手段となりうる

ものである。

本決定は、新制度の活用という法律的な観点か

らも画期的な成果であったが、そこに至るプロセ

スにおいて社会福祉士による生活分析・生活支援

がかなり大きな影響を与えたという意味で、生存

権を擁護する社会福祉・社会保障といった観点か

らも大きな意味を持つことになった。一方で、前

例がなかったということや生活保護分野というき

わめて緊急性を要する事項でもあることから、今

後の動向も大いに注目される決定となったが、法

律的な観点以外からの検証は数少ない。

本稿は、本決定に対して法律的観点のみなら

ず、社会福祉学的考察を進めることで、今後の生

活保護支援のあり方、あるいは、生活保護訴訟を

含む社会福祉・社会保障訴訟における社会福祉専

門職（社会福祉士）の関わりのあり方を示唆する

ことを目的としている。

１ 「生活保護開始仮の義務付け認容決定」
の社会福祉学的考察の必要性

１）生活保護開始仮の義務付け認容決定へのプロ

セス

まず、生活保護の開始を求める「仮の義務付

け」が認容されるまでのプロセスについて言及し

ておきたい。なぜならば、このプロセスこそが本

稿の社会福祉学的考察の必要性を提起しているか

らである。

本決定は２００９年８月に筆者を含む社会福祉士２

名によって沖縄県那覇市に設立された独立型社会

福祉士事務所「いっぽいっぽ」への相談事例に始

まる。

７０歳代の高齢女性（以下 Aさん）がその場し

のぎの借金を繰り返していたために生活保護を廃

止され生活に困窮してしまっていた事例である。

Aさんはそれまでにも何度も生活保護申請を行っ

ていたが、その度に却下処分となり、設立間もな

い「いっぽいっぽ」に相談があった８月上旬には

すでに電気・ガスなどのライフラインが停止して

いた。日々の食糧は他の生活保護受給者の友人よ

り提供を受けるなど生活状況は困窮をきわめてい

た。こうしたなか、６月に行っていた申請も却下

処分となっていたが、わずかに不服審査請求が可

能な期間が残っていたために、この６月の申請に

ついて、「いっぽいっぽ」が Aさんをサポートす
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る形で沖縄県知事に対し不服審査請求を行った。

不服審査請求が受理されると処分行政庁（那覇

市）より弁明書が送付されてきた。そして、それ

に反論を行い県知事による裁決が行われた。

結果は「棄却」であった。Aさんの生活実態は

困窮をきわめ、健康状況も高齢で糖尿病を患って

おり、芳しくないなかでの棄却裁決に「いっぽ

いっぽ」の社会福祉士は驚きを隠せなかった。な

ぜならば、提出した反論は、社会福祉士として面

談を重ね、借金を繰り返すという Aさんの金銭

管理能力や申請に係る手続き的な違法性、そし

て、医療も十分に受けられていない現在の困窮を

きわめている生活実態について詳細な分析を行っ

たものであったからである。

このような状況になり、司法（弁護士）の手を

借りなければ Aさんの生活を再生する手段が他

になくなっていた。幸い、「いっぽいっぽ」も加

入していた弁護士や司法書士が中心となって生活

保護支援を行っている団体のメーリングリストで

協力の呼びかけを行ったところ、一人の弁護士に

呼びかけに応じてもらうことができ、その弁護士

より「仮の義務付け」を申立てることを提案され

ることとなった。しかし、「仮の義務付け」は

２００５年より施行された比較的、新しい制度でもあ

り適用例も少なく、申立てに係る要件もかなり

ハードルの高いものであった。しかし、Aさんの

状況を改善するために他に手段もない。ここから

「いっぽいっぽ」の社会福祉士と弁護士の連携が

始まったのである。

社会福祉士が困窮している Aさんの日々の生

活を直接的に支援し、弁護士に生活実態を伝え、

弁護士がそれを訴状や反論書に反映させるといっ

た作業が繰り返された。

その結果、２００９年１２月２２日、全国で初めてとな

る生活保護開始仮の義務付け認容決定が行われる

こととなった。本決定について、那覇市は即時抗

告を行っていたが、福岡高等裁判所那覇支部がこ

れを棄却し既に確定している。

以上が、本決定が行われるまでのプロセスの概

略である。

２）「仮の義務付け」とは何か

まず、まだ一般的には、あまり浸透していない

「仮の義務付け」とは何かということについて言

及しておかなければならない。

実は、この「仮の義務付け」は２００７年に改正さ

れた「社会福祉士及び介護福祉士法」によって社

会福祉士養成のカリキュラムも大きく変化した

が、その中で、新しく創設された科目である「権

利擁護と成年後見制度」という科目のテキスト

（中央法規刊）にも記載がある。「権利擁護と成

年後見制度」は、養成カリキュラム改正前の「法

学」に相当する科目であると考えられるが、より

「権利擁護」や「成年後見制度」を理解する上で

必要な知識として周辺領域の法律等について学習

する科目となったと位置付けられるであろう。

社会福祉士の養成カリキュラムは、この「権利

擁護と成年後見制度」のみならず、ほぼすべての

科目が名称を変え、より具体的な制度や理念につ

いて学習する体系となった。

こうしたところからも資格創設から２０年余りを

迎え、社会福祉士の実践や研究の蓄積が国家資格

として必要な知識の水準を押し上げてきたといえ

る。すなわち、社会福祉士養成カリキュラムの変

化は社会福祉学の発展の一端を示したものである

ともいえる。そして、「仮の義務付け」は社会福

祉士が身につけておくべき周辺領域としての法律

知識の一つとなったともいえる。

当該のテキストによれば、「仮の義務付け」

は、２００４年に改正された行政事件訴訟法（２００５年

４月１日施行）によって追加されることになった

「義務付け訴訟」の一つとして位置づけられてい

る。この中で「義務付け訴訟」とは「①許可の申

請などに対して、行政庁が処分すべきであるのに

しない場合（行政事件訴訟法第３条第６項第１

号）、②例えば隣地の建物が違法建築で、極めて

危険な状態にあるのに、行政庁が建築基準法など

に基づき改善命令、取壊し命令をしない場合（同

条同項第２号）に提起できる類型である」１）と解説

している。さらに『②の場合、義務付け訴訟は重

大な損害が生ずるおそれがあり、その損害を避け

るために適当な方法がない時に限って提起でき

る』とされ、償うことのできない損害を避けるた

め緊急の必要があれば、裁判所は行政庁に対し

『仮の義務付け』を命じる決定を行うことができ

るようになっている（第３７条の５）。」２）と述べられ
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ている。

しかしながら、このままでは本事例が具体的に

どのような状況であったのかということが分かり

にくいことから当時の Aさんの状況をあてはめ

てみることとする。

すでに述べたように、Aさんは、８月に相談に

訪れた時には電気・ガスなどのライフラインが停

まり、日々の食糧も生活保護受給者の友人に提供

を受けており、さらに、持病の糖尿病の悪化も疑

われている状況であった。そもそも生活保護は

「最低限度の生活」が営める程度の給付がかなり

厳密に適用されてくる中で、生活保護受給者の友

人からの食糧提供を受けながら生活している状況

は、当事者である Aさんのみならず、その友人

の生活さえも脅かしている状況である。こうした

状況が継続的に続けば、当然、生命に危険が及ぶ

状況となる。Aさんの生活実態は「急迫状況」に

あたり、放置すれば確実に死にいたる危険性がひ

じょうに高い状況にあった。つまり、Aさんが死

に至ってしまうという状況＝「償うことのできな

い損害」である。また、この「仮の義務付け」の

申立ては訴訟の本案に付随してできる申立てであ

り、通常、訴訟は長期化する傾向にあるので、係

争中に「償うことのできない損害」が起こりうる

事態が発生しないとも限らないので、緊急の必要

性があれば「仮に」救済ができるという制度が

「仮の義務付け」という制度である。

３）社会福祉学的考察とは何か

「社会福祉学的考察」といっても何をもって

「社会福祉学的考察」というのかということは難

しいテーマである。しかしながら、本稿のテーマ

としていることから、筆者なりに定義をしておか

なければならない。

今日、「社会福祉学部」あるいは「福祉系」と

いわれる多くの大学では「社会福祉士」の養成を

行っている。社会福祉士は国家資格であり、福祉

系といわれる各種資格の中でも約１カ月にわたる

実習と広範な国家試験の科目数などそれなりに

ハードルが高い。国家試験に合格することはある

意味で４年間の学習の成果の集大成であるという

ことができるであろう。確かに、国家試験に合格

することが必ずしも「社会福祉学」を修めたとい

うことはイコールではないという議論も存在する

かもしれないが、「社会福祉学部」の目標の一つ

として組み込まれている以上、これを否定できな

いことは事実である。そして、試験に合格した者

は「社会福祉士」として現場や地域の実践を担っ

ていくのである。

つまり、「専門職である社会福祉士の実践から

考察を深めていくことは、それ自体が『社会福祉

学的考察』にあたる」といえる。もし、このこと

を否定するならば「社会福祉学部」における社会

福祉士養成をも否定してしまわざるを得ないとい

えるのではないだろうか。

一方で、本事例の中に登場する地域に事務所を

構える「独立型社会福祉士事務所」の実践研究や

活動の分析・考察は、それほど多くはない。それ

は、「独立型社会福祉士事務所」が、まだあまり

普及していないこと、さらに、その中でも生活困

窮者支援を主な事業内容としている場合が少ない

ということがある。そうした意味では、生活困窮

者支援を行う独立型社会福祉士事務所の活動を分

析し、考察を行っていくことが社会福祉士の実践

の質の向上に寄与できるのではないかという観点

からその必要性が示唆されている。

また、単に社会福祉士の実践を通しての分析・

考察のみにとどまらず、わが国の社会福祉・社会

保障制度の最も基本的な理念としての日本国憲法

第２５条に規定される生存権を擁護するという立場

とは何かという点についても問われるべき課題で

あるといえる。

このように、社会福祉士の実践と日本国憲法第

２５条に規定される生存権の理念をどのように具体

化していくのか、あるいはどのように当事者の権

利擁護を行っていくのかという視角から考察を行

うことによって「社会福祉学的考察」を試みるこ

ととしたい。

２ 本事例における「生活保護開始仮の義
務付け認容決定」の概要と意義

１）「生活保護開始仮の義務付け認容決定」の概

要

この「仮の義務付け」の申立ての係争では、処

分の形式的な違法性もあったが、それよりも当事

者の生活実態を詳細に検討した決定となったもの

!木博史 「生活保護開始仮の義務付け認容決定」の社会福祉学的考察 ７３

―２１―



として大きく評価できるものであり、画期的とも

いえるものであった。以下、この「決定書」３）を基

に本事例における「仮の義務付け」の概要につい

て言及する。

この申立ては主に生活の「急迫性」と「生活保

護受給前の年金担保貸付を利用した者への扱い」

について争われた。Aさんの生活がいかに急迫状

況にあるかを証明しなければならなかった。つま

り、「仮の義務付け」が出される要件である「償

うことのできない損害」に至る危険性をどれだけ

表現し、正確に伝えることができたのかというこ

とが問われることになる。ここで、決定書に記さ

れた Aさん＝申立人の主張をたどることで申立

て当時の生活状況を明らかにしていきたい。

まず、申立人の生活の「急迫状況」について

は、次のように記載されている。

「申立人は、７０歳を超える高齢であり、糖尿病

等の疾患を有しており、継続的に医師の診療を受

けなければ生命を失う危険があるところ、平成２０

年１２月１日に処分行政庁から生活保護を廃止（以

下「本件廃止処分」という。）されて以降、月額

２万８０００円余りの年金生活することを余儀なくさ

れ、病死や飢死等による生命の危機に日々さらさ

れている。したがって、生活保護開始決定がされ

ないことにより生じる償うことのできない損害を

避けるため緊急の必要があり、かつ本案について

理由があるとみえるとき（行政事件訴訟法３７条の

５第１項）に該当する。」４）

とされている。これに対し、相手方＝処分行政庁

（那覇市）の主張は

「本件廃止処分後も、申立人の近隣に居住する子

二人及び友人等から金銭や食料の援助を受けてい

ること、糖尿病治療のために定期通院を行うこと

ができていること、異母弟から当座の支援を求め

ることが可能であることなどからすれば、急迫状

況にあるとは認められず」５）

としている。

次に、「生活保護受給前に年金担保貸付を利用

した者の扱い」についてであるが、まず、年金担

保貸付制度について説明しておきたい。年金担保

貸付制度とは独立行政法人福祉医療機構が行って

いる事業６）で将来の年金の受給権を担保に貸付を

受ける制度である。しかし、将来の年金受給権を

担保にすることから問題点も多く２０１０年２月に日

本弁護士連合会が当該事業の廃止を要望する意見

書７）を出している。その問題点として、年金を生

活の原資とする高齢者や障害者が一時的に生活苦

を凌げたとしても借入金返済のための生活に陥っ

てしまう危険性を指摘している。そして、この制

度を利用しているものは生活保護を受給すること

が制限されている。Aさんは、この制度の利用が

２回目であったことが判明している。そこで、こ

の２回目の利用について相手方は次のように主張

している。

「『生活保護行政を適正に運営するための手引

きについて』（平成１８年３月３０日社援保発第

０３３３０００１号厚生労働省社会・援護局保護課長通

知。（以下『本件手引き』という。）によれば、過

去に年金担保貸付を利用するとともに生活を受給

していたことがある者が、再度借り入れをし、保

護申請を行う場合には、資産活用の要件を満たさ

ないものと解し、それを理由とし、原則として生

活保護を活用せず、①急迫状況にあるかどうか、

②生活保護受給前に年金担保貸付を利用したこと

について社会通念上、真にやむを得ない状況に

あったかどうかを勘案した上で生活保護の適用を

判断すべきとされる。）」８）

としている。ここでの争点は、この制度の２度目

の利用が「社会通念上、真にやむを得ない状況に

あったか」ということである。

以上のように双方の主張を整理してみたが、

「急迫状況」と年金担保貸付制度の２度目の利用

が「社会通念上、真にやむを得ない状況」であっ

たことを証明することができれば、生活保護開始

への道筋が見えてくるということであり、ここに

次章において詳述する社会福祉士による生活アセ

スメントの重要性を見出すことができる。しか

し、生活保護分野での仮の義務付けの適用例はな

くハードルが高かったのは言うまでもない。
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２）「生活保護開始仮の義務付け決定」の意義

次に、「生活保護開始仮の義務付け認容決定」

の意義について言及するが、大きく次の２点を挙

げたい。

まず第一に、この生活保護訴訟において仮の義

務付けが適用されることは、生存の危機にさらさ

れているきわめて緊急性の高い市民を救済すると

いう意味において、最も効果的な手段の一つにな

り得るということである。この仮の義務付け決定

が出された後、地元紙である沖縄タイムスは、

「貧困者救済に意義」という見出しをつけた記事

を掲載した９）。その中で反貧困ネットワーク事務

局長の湯浅誠氏は「裁判所がきちんと生活実態を

見て判断した」とし、「仮の義務付けが一般化す

れば早期に生活再建の筋道が見え、不当な対応に

埋もれずに裁判の形で声を上げるインセンティブ

（誘因）になる」１０）とのコメントをしているが、

このことこそが生活保護領域における「仮の義務

付け決定」がなされた意義であるといえるであろ

う。

第二に何よりも本決定は次のように日本国憲法

第２５条の生存権の理念に立脚する形でなされてい

ることは大きな意義であったといえる。

「生活保護法は、日本国憲法２５条に規定する理念

に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対

し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、

その最低限度の生活を保障するとともに、その自

立を助長することを目的とする（同法１条）もの

であり、すべて国民は、同法の定める要件を満た

す限り、同法による保護を、無差別平等に受ける

ことができる（同法２条）。」１１）

本決定は、上記のように生存権の理念や原点に

立ち返った上で、訴訟終了まで Aさんへ生活保

護を仮支給することを命じたものであり、生活実

態をきちんと受け止めた判断であったことが裏付

けられる。

つまり、当事者の生活実態をつまびらかにする

ことができれば、法の理念や原点を明確にせざる

を得ず、今後の生活保護訴訟にも良い意味で影響

を与える可能性が拓けてきたといっても良いので

はないだろうか。

３ 「生活保護開始仮の義務付け認容決定」
の社会福祉学的考察

ここでは、前章の「生活保護開始仮の義務付け

認容決定」の意義を踏まえたうえで、社会福祉学

的考察を行っていくことにする。社会福祉学的考

察の定義についてはすでに述べたように専門職と

しての社会福祉士の実践をもとに考察を深めてい

くという手法を用いるものとする。本決定のプロ

セスを通して「法的」な解釈論などを論じる立場

ではない社会福祉学的観点ともいうべき４つの視

角から考察を行ってみたい。

１）「申請主義」と生活保護支援における権利擁

護

１つ目は、「申請主義」の課題である。わが国

の社会福祉・社会保障制度は原則として「申請主

義」がとられているが、その弊害も多い。この事

例の Aさんは、独立型社会福祉士事務所への相

談をしたという行為から社会福祉士による支援が

始まっている。つまり、この女性は「専門職」と

つながる機会があったという意味では、そうでな

い者よりも生活を維持できる可能性を持っていた

といえる。この女性の場合は、最終的には訴訟に

まで発展してしまったが、もっと早い段階で社会

福祉や法律の専門職とつながるチャンスがあれば

違った解決の道もありえたともいえる。

一方で、専門職とつながるチャンスそのものに

恵まれない人々も少なからず存在することも事実

である。また、福祉事務所の窓口で自分の状況に

ついて適切に伝えられないことによって申請が受

理されないケースも多い。

生活保護は日本国憲法第２５条に規定される生存

権を具現化するためのものである。こうした観点

から「いっぽいっぽ」で取り組んでいる支援の一

つに「申請同行支援」がある。生活保護の申請は

本人の申請でなければならないが、「申請権」の

侵害を防ぐためにも同行が大きな効果を発揮する

ことができる。また、必要に応じ当事者に助言、

時には当事者の主張を代弁しなければならない

ケースもあり、そうした意味では、権利擁護活動

の一環ととらえることができる。

また、本事例の Aさんのように７０歳を超える
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者が独力で不服審査請求など煩雑な手続きを行っ

ていくことも困難であろう。専門職である社会福

祉士がいかに当事者の主張に寄り添いながら、適

切に制度とつなげていく支援ができるのかという

視点を持ち続ける必要があるのではないだろう

か。

２）「社会福祉士」による地域生活支援

２つ目は、社会福祉士が専門職であるというこ

とである。そして、その職務内容の柱として「生

活支援」があげられる。従来、社会福祉士は施設

や機関での勤務が多かった。もちろん、施設や機

関に所属していたとしても当事者の地域生活支援

は行っている場合も多いが、より地域住民に身近

であるということであれば「独立型社会福祉士」

あるいは「独立型福祉士事務所」に所属する社会

福祉士の職務そのものが当事者の地域生活支援で

あるということができる。

「いっぽいっぽ」は沖縄県内において初めての

独立型社会福祉士事務所として開設されたが、そ

のミッションは「地域の駆け込み寺」としての機

能を担っていくことにあった。年齢や性別、障害

の有無といったカテゴリーを取り払い、あらゆる

生活課題を抱えた者に対する相談支援活動を展開

した。一方、相談に訪れる者の多くが生活困窮を

理由としたものであった。本事例の当事者である

Aさんもそうした来談者のうちのひとりである。

Aさんに対しては、相談支援のみならず、食糧の

確保や家賃滞納のため退去を迫ってくる大家との

交渉、通院支援などの生活支援活動もほとんど無

償で行ってきた。

しかし、本来、なぜ、そこまで生活に困窮して

いるのかを問うた時、一民間人である社会福祉士

がやるべきことなのか、それとも、日本国憲法第

２５条の理念に立脚し行政の手による支援がなされ

るべきなのかは明白である。目の前の当事者の生

活を維持しながらもこうした現状や実態を社会福

祉士として行政に訴えることも行ってきたが、生

活支援技術とともに、そうした活動も社会福祉士

に求められるスキルになってくるであろう。

３）「社会福祉」と「司法」の連携

３つ目は、本認容決定が社会福祉士と弁護士の

連携によって成し遂げられたことにある。「訴

訟」という性格上、当事者の代理人として法廷に

立てるのは弁護士であり社会福祉士は「代理人」

となることはできない。一方、社会福祉士は生活

分析・生活支援の専門家であり、当事者の生活を

直接的に支援し、一番近くで見守ってきた存在で

ある。現在の生活における「急迫状況」をいかに

訴訟に反映させていくのかということが訴訟の行

方を左右することになる。

本事例では、社会福祉士が当事者の生活分析・

生活支援を担当し、法廷闘争を弁護士が担当する

ことにより、生活実態のリアリティーを訴訟全体

に反映させていくことができたのではないかとい

える。具体的には通院支援や病状の把握のために

医師の情報収集などである。また、刻々と変化す

る生活実態を随時、弁護士に伝えていくことで現

時点における「急迫性」を訴え続けることができ

たことも「仮の義務付け決定」がなされた大きな

要因の一つとなったであろう。

ソーシャルワークで重視されるものの一つに多

職種連携があるが、社会福祉士が Aさんに関

わっている様々な職種の者と接触し情報収集を行

い、それを弁護士に伝えることでなしえた成果で

あった。つまり社会福祉分野における専門家であ

る社会福祉士と司法分野における専門家である弁

護士の連携が功を奏したケースであったというこ

とができる。

４）生活アセスメントの重要性

４つ目は、「生活アセスメントの重要性」であ

る。この「生活アセスメントの重要性」に関わる

視角は社会福祉学的考察の視角として提示する４

つの中で最も中心的なものであるといえる。なぜ

ならば、この生活アセスメントの緻密さこそが本

決定に大きな影響を与えたといえるからである。

また、生活アセスメントは単に生活実態について

のアセスメントのみにとどまらず、当事者のパー

ソナリティーや生活能力に至るまで広範なもので

ある。本事例では年金担保貸付の２度目の利用に

関してとくに Aさんの金銭管理能力についての

問題が浮上してきた。「いっぽいっぽ」では、A

さんと何度も面談を繰り返し、また不服審査請求

後、ケース記録の開示を要求し、その中から A
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さんの金銭管理能力についての懸念が出てきてい

た。このことについて弁護士に伝え、訴訟におけ

る追加資料に反映させてもらうことにした。ま

た、決定に至るまでの相手方とのやり取りの中で

Aさんの地域福祉権利擁護事業を利用するために

仮申請が行われていたり、生活保護受給にあたり

借金をしない旨の誓約書を１～３回ではない複数

回にわたり書かせていたことなども判明してい

た。

これは、年金担保貸付の２度目の利用が「社会

通念上、真にやむを得ない状況にあったかどう

か」ということに関連して大きな争点の一つと

なった。

相手方は次のように主張している。

「②過去、処分行政庁に対し、年金担保貸付を利

用しない旨の誓約書を提出していること、本件年

金担保貸付を受けていることを秘匿して本件申請

をしていること、本件年金担保貸付を生活費では

ない滞納家賃等の支払に充てていることなどから

すれば、申立人は資産活用を恣意的に忌避してい

ることは明白であり、本件年金担保貸付を利用し

たことについて、社会通念上、真にやむを得ない

状況にあったとも認められない。」１２）

としている。しかし、上記のような実態から判断

すれば「金銭管理能力の欠如」を抜きに Aさん

の暮らしぶりを語るのはむしろ困難あり、社会福

祉士としてこの実態について正確に伝えることが

必要であったといえる。

これに対し、裁判所は次のような判断をした。

「申立人の生活は質素であり浪費行為等もうかが

われず、上記借入等の背景として、申立人は適切

に金銭を管理する能力に欠ける点があるものと認

められる」１３）

とした。そのうえで、相手方の主張の根拠となっ

ている「生活保護行政を適正に運営するための手

引きについて」についても

「生活保護受給者等が年金担保貸付を受けること

につき、他にも債務がある等の理由がある場合に

は、金銭管理能力習得のための家計簿記帳を指導

するなどの支援を行うように努めるべきであると

もされているところ、処分行政庁が申立人に対し

て、そのような支援を尽くしたとは認め難い。」１４）

とし、相手方の主張を退けている。

このように、日常の生活支援の中で当事者の生

活をどのようにとらえていくのかということはひ

じょうに重要であることが明らかになったといえ

る。

５ 生活保護訴訟の社会福祉学的考察の意
義

ここまで、生活保護分野では全国初の成果と

なった「仮の義務付け」について、社会福祉士が

どのような動き＝実践を行ってきたのかというこ

とを追っていくという手法で、法的解釈論にとど

まらない社会福祉学的考察を行うことを試みてき

た。

社会福祉士の専門性を問われた時、社会福祉士

養成に関わる者の中でもその答えはいまだ確立さ

れているものではない。しかし、この事例を通し

て、少なくとも、当事者の権利擁護を行うことで

社会正義の実現に寄与しなければならないという

ことはいえるであろう。ここで、明らかになった

ことが今後の社会福祉実践に活かされ、それが蓄

積を重ねていくことで社会福祉学の発展にも貢献

できるのではないかといえる。

「訴訟」といえば、どうしても法的な解釈論に

偏ってしまう中で、「法廷には立てない」社会福

祉士やソーシャルワーカーが何ができるのかとい

うことをより具体的に明らかにしていくことも必

要である。とくに法律の専門家である弁護士は必

ずしも生活保護分野の専門家ではない場合も多

く、そこに社会福祉分野の専門家である社会福祉

士が関わっていくことにより、より当事者の願い

を具体化することが可能にとなるのではないとい

える。そのような意味ではこの試みは十分ではな

かったかもしれないが一つの問題提起とはなるの

ではなかろうか。
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おわりに

生活保護訴訟は行政事件であり、その処分の是

非を争うが、決定的な手続き的形式的な不備がな

い限り、一般的に勝訴する確率はそれほど高くは

ない。一方で、その処分の妥当性を問うために

は、法律の趣旨や原点に立ち返って、実態の把握

を行うことが最重要課題となる。

本事例は、社会福祉士が実態の把握を行い、弁

護士が法廷闘争を担ったケースとしてそれぞれの

専門分野を活かしたとりくみであったということ

ができ、ある意味では、生活保護訴訟に限らず、

今後の社会福祉・社会保障関連の訴訟に大きな影

響を与えるかもしれないであろう。２０１１年８月に

は、この仮の義務付けを追認するように本訴の判

決も Aさんに対する生活保護申請却下処分の取

り消しという形で確定している。しかし、申立て

から約２年半の月日が立っており、もし、仮の義

務付けが出ていなかったらと考えると「償うこと

のできない損害」に至ってしまっていた危険性は

否定できなかった。そのような意味では画期的な

決定であったといえるが、そのプロセスの検証の

蓄積はまだまだ少ないといえる。しかし、今後、

真に国民のための社会福祉・社会保障を模索して

いくためには、さらなる事例の検証と考察が必要

となってくるであろう。本稿がそのきっかけとな

れば幸いである。

付記

本稿で取り扱った事例については Aさん本

人、及びご家族の同意を得ている。
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